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1. はじめに 

近年，鉄筋コンクリート（以下，RC と呼ぶ）造壁柱の間を鉄骨

梁により連結する構法の研究が進み，事務所建物等での適用事例が

報告 1),2)されている。純ラーメンの鉄骨造では，地震時に下層部に

変形集中層が形成されるのが一般的であるが，これらの構法では剛

性の高い RC 造壁柱により各層の変形角が平均化され，各層の鉄骨

梁がエネルギーを吸収することで，最大応答変形を抑えることがで

きる利点などがある。さらに RC 造壁柱部分に鉄骨鉄筋コンクリー

ト（以下，SRC と呼ぶ）造壁柱を用いることによって，壁面内直交

方向にロングスパン鉄骨梁を剛接合した場合でも壁柱厚を小さくす

ることが可能となる。しかし，柱鉄骨に H 形鋼を採用した場合，弱

軸方向に鉄骨梁を溶接接合するためには水平スチフナが必要となる。

柱梁接合部内に水平スチフナがある場合，施工時に接合部内のコン

クリート充填性が低下することが問題点としてあげられる。 

山本，毛井らは厚肉ウェブ H 形鋼柱 3)を用いた SRC 造柱におい

て，柱鉄骨強軸方向はノンダイアフラム溶接により，弱軸方向はボ

ルトにより鉄骨梁を接合する構法を提案している 4), 5)。水平スチフ

ナを設けないことによって，柱梁接合部内のコンクリート充填性を

向上させている。鉄骨梁の埋込み長さを梁せいの約 1.0 倍とした山

本らの実験では，スチフナで補強された L 形鋼を介して上下の梁フ

ランジを柱鉄骨にボルト接合することで梁降伏型の紡錘形の履歴曲

線が得られることが報告されている。しかし，上下の梁フランジを

接合する必要があるため，施工時のコンクリート充填性の課題が十

分に解決されるには至っていない。 

梁フランジと柱鉄骨の接合をさらに簡易なディテールにするため

には，梁埋込み部のテコ作用による応力伝達機構によって梁降伏型

の履歴性状を得るために十分な梁埋込み部の耐力を確保することが

必要となる。鋼構造接合部設計指針 6)に埋込み柱脚の設計法が示さ

れているが，実架構内における壁柱では壁柱面内方向の長さが過大

になってしまうため梁せいの 2 倍の埋込み長さを確保することは困

難である。山本らの実験 4), 5)などから，梁の埋込み長さを梁せいの

1.0 倍より 2.0 倍程度とすることによって，梁の埋込みのみで梁降

伏型の履歴性状を得ることができる可能性が示唆されたが，これら

の埋込み長さを対象とした壁柱 SRC 梁 S 接合部の研究や報告例は

ほとんどない。 

そこで，本研究では梁の埋込みのみによって梁曲げ降伏型の壁柱

SRC 梁 S 接合部を実現する設計法の確立を目指し，埋込み長さを梁

せいの 1.0 倍から 1.5 倍とした実験的な検討 7)を行った。本論文で

は，構造実験概要，壁柱 SRC 梁 S 接合部の支圧破壊性状および応

力伝達機構について検討した結果を報告する。 
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2. 壁柱 SRC 梁 S 接合部の部分架構実験 

2.1 試験体計画 

試験体は壁柱 SRC 梁 S 接合部の壁面内方向接合部をモデル化し

た 1/2 スケールの部分架構試験体とした。試験体のコンクリートは

縦打ちとした。代表的な試験体形状寸法を図 1 に，試験体一覧を表

1 に示す。 

各試験体とも鉄骨梁の使用鋼材は SN490B とし，壁柱は柱上下反

曲点間高さ 2100mm，壁柱厚 280mm，柱鉄骨 H-175x175 x7.5x11

とした。配筋ディテールおよび配筋量（主筋 D16，D10：SD345，

せん断補強筋 D6：SD295）を図 1 に示す。試験体の梁埋込み部の

設計に関しては，鋼構造接合部設計指針 6)の埋込み柱脚の終局曲げ

耐力式を用い，接合部の終局曲げモーメントを算定した。01d14 試

験体を標準試験体とし，鉄骨梁寸法は H-400x125x9x12 とした。接

合部の終局曲げ耐力が梁の全塑性曲げ耐力より大きくなるように鉄

骨梁の埋込み長さを確保し梁降伏先行型とした。試験体パラメータ

を梁の埋込み長さ，梁幅，および梁せいとし，接合部の終局曲げ耐

力が梁の全塑性曲げ耐力より小さくした接合部破壊型の試験体を 4

体設計した。 

 各試験体の梁幅/壁柱幅比と埋込み長さ/梁せい比の関係を図 2 に

示す。01d14 試験体の鉄骨梁の埋込み長さは 575mm とし，埋込み

長さ/梁せい比は 1.44 である。02d10 試験体は 01d14 試験体と同一

の鉄骨梁を用い，埋込み長さを 400mm と短くし，埋込み長さ/梁せ

い比を 1.0 とした。03d10 試験体と 04d10 試験体は，02d10 試験体

の形状に対して，梁幅のみをそれぞれ 100mm，75mm に変更し，

梁幅/壁柱厚がコンクリートの支圧強度へ与える影響を検討した。

05d11 試験体は，01d14 試験体の形状に対して，梁せいのみを

500mm に変更し，埋込み長さ/梁せい比を 1.15 とした。 

コンクリートの設計基準強度は，梁降伏先行型の 01d14 試験体で

は 36N/mm2，接合部破壊型の試験体では 27N/mm2とした。柱梁接

合部内の鉄骨梁の端部は，試験体製作時の位置決めのため下フラン

ジのみを，柱鉄骨のフランジ内側に隅肉溶接した板厚 6mm の梁受

け PL に 2-M12（F10T）で固定した。コンクリートおよび鋼材の力

学的特性をそれぞれ表 2，表 3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 試験体一覧 

試験体 
SRC 壁柱 

鉄骨梁（SN490B） 
梁埋込み長さ 

dem (mm) 
想定破壊 

形式 柱鉄骨 RC 部 

01d14 

H-175x175 

x7.5x11

（SS400） 

1250x280 

（Fｃ36） 
H-400x125x9x12 575 

梁降伏 

先行 

02d10 
900x280 

（Fｃ27） 

H-400x125x9x12 

400 
接合部 

破壊 

03d10 H-400x100x9x19 

04d10 H-400x75x9x19 

05d11 
1250x280 

（Fｃ27） 
H-500x125x9x22 575 

 

表 2 コンクリートの材料特性 

試験体 
Fc 

(N/mm2) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂強度 

(N/mm2) 

弾性係数 

×103 (N/mm2) 

ポアソン

比 

材齢 

(日) 

01d14 36 45.4 3.3 30.4 0.20 60 

02d10 

27 

27.1 - 26.5 0.22 38 

03d10 30.2 2.5 27.8 0.19 28 

04d10 31.1 - 27.0 0.22 39 

05d11 31.3 2.8 26.1 0.20 47 

 

表 3 鋼材の材料特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼材 規格 
降伏強度 

(N/mm2) 

引張強度 

(N/mm2) 

弾性係数 

×103 

(N/mm2) 

破断 

伸び(%) 
使用部位 

PL12 

SN490B 

356 545 195.1 39 01d14,02d10 梁フランジ 

PL9 376 550 194.0 36 01d14,02d10 梁ウェブ 

PL19 359 551 196.4 46 03d10,04d10 梁フランジ 

PL9 448 567 195.3 34 03d10,04d10 梁ウェブ 

PL22 354 520 200.4 53 05d11 梁フランジ 

PL9 429 555 192.9 35 05d11 梁ウェブ 

D16 
SD345 

388 572 186.5 17 柱主筋(共通) 

D10 368 537 173.4 20 柱主筋(共通) 

D6 SD295 355 512 188.3 22 せん断補強筋 
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図 2 梁幅/壁柱厚と埋込み長さ/梁せいの関係 
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2.2 加力計画および計測計画 

 加力装置を図 2，加力サイクルを図 3 に示す。上下壁柱の反曲点

を想定した位置に水平反力を取り，梁端部の反曲点位置に鉛直ジャ

ッキで逆対称の鉛直変位を与え，正負交番漸増繰り返し加力を行っ

た。加力制御に用いた試験体の梁加力点の変形および各部変位計測

点の変形は，上下の柱反曲点位置から単純支持した計測用フレーム

から計測した。上層階の壁柱を想定し軸力はほぼ 0 とし，RC 部分

のみ考慮した際の壁柱軸力比η=0.01~0.015 相当（100kN で一定）

の固定用軸力を与えた。また，終局時に鉄骨梁の脱落等が生じない

ように，水平ジャッキにより梁端部に梁軸応力度=1.0~1.6N/mm2

相当のわずかな一定軸力 10kN を与えた状態で載荷を行った。 

 加力サイクルは各層間変形角で 2 回ずつの繰り返しを基本とした。

梁降伏先行型の 01d14 試験体では層間変形角 R=0.5×10-2rad.およ

び R=1.0×10-2rad.で 10 回ずつ繰り返し加力を行い，多数回加力が

鉄骨梁近傍の損傷状況に与える影響を確認した。 

  

3. 実験結果 

3.1 荷重変形関係および破壊経過 

 各試験体の南北の梁の平均梁せん断力と層間変形角の関係を図 4 

に示す。図には，材料強度を用い計算した梁の全塑性モーメント時

の梁せん断力と鋼構造接合部設計指針 6)の埋込み柱脚の最大曲げ耐

力式を用い算出した梁埋込み部の終局曲げ耐力時のせん断力を示す。

05d11 試験体の支圧破壊性状を図 5 に，代表的な試験体の梁端部の

破壊状況および壁柱のひび割れ発生状況展開図を図 6 に示す。 

(1) 梁降伏先行型の試験体(01d14)の破壊性状 

 R=±0.25×10-2rad.で接合部および梁フランジ端部にヘアクラッ

ク（ひび割れ幅 0.05mm 以下）が発生した。R=0.7×10-2rad.で梁フ

ランジの降伏が確認された。R=±1.0×10-2rad.の多数回繰り返し加

力時には鉄骨梁近傍の局所的なひび割れが顕著で，1 回目は 1.4mm  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

程度であったひび割れ幅が徐々に増大し，10 回目加力時にはおよそ

7mm 程度の幅となった。接合部正面のひび割れ幅の増大は見られ

ず，ひび割れ幅はおよそ 0.1～0.15mm 程度であった。R=±2.0×

10-2rad.でフランジ端部のコンクリートが一部剥落し，接合部内で

梁ウェブがせん断降伏に至った。R=±4.0×10-2rad.近傍で梁の局部

座屈が生じ，最大耐力に達した。 

(2) 接合部破壊型の試験体(01d14 以外)の破壊性状 

 接合部破壊型の試験体でほぼ同一のひび割れ破壊性状を示した。 
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図 8 梁フランジのひずみ履歴 
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各試験体とも R=±0.25×10-2rad.で壁柱にヘアクラックが発生した。

R=±0.5×10-2rad.では鉄骨梁近傍には最大ひび割れ幅 1mm 程度の

支圧ひび割れが発生した。R=±1.0×10-2rad.では壁柱正面のひび割

れ幅は 2.5～3.5mm 程度となった。鉄骨梁に接するコンクリートの

支圧ひび割れは顕著に進展し，かぶりコンクリートの剥落が見られ

た。05d11 試験体は R=±2.0×10-2rad.で最大耐力に達し，支圧破壊

性状が顕著に表れ，最大耐力以降の加力で顕著な荷重低下が発生し

た。他の試験体も同様に R=±2.0～±3.0×10-2rad. で最大耐力に達

した後，荷重低下が確認された。 

3.2 鉄骨梁の挙動経過の比較 

 本節では梁の埋込み長さや梁幅などの変動因子による影響を把握

するため，鉄骨梁（図 2 に示す南梁）の挙動経過の比較を行う。 

(1) 梁フランジのひずみ履歴 

 壁柱フェイスから 50mm 離れた位置（図 7）で計測した鉄骨梁の

上下フランジ外面のひずみ履歴を図 8 に示す。図にはフランジの降

伏ひずみεy を併せて示す。01d14 試験体は，上下フランジとも降

伏ひずみを超え梁の曲げ降伏が確認され，紡錘形の履歴を示した。

コンクリート支圧破壊の性状を示した試験体では，最大耐力前後で

降伏ひずみに達していた試験体も確認されたが，梁フランジのひず

みは概ね弾性範囲であった。 

(2) 梁の抜け出し変形 

 図 9 に示す手法により算出した代表的な試験体の梁せん断力と梁

の抜け出し変形の関係を図 10 に示す。接合部破壊型の 05d11 試験

体では，最大耐力到達前から抜け出し量が増加し，最大抜け出し量

は 18mm 程度であった。03d10 試験体および 04d10 試験体では R=

±3.0×10-2rad.終了時の抜け出し量は 8~10mm 程度であった。こ

れらの試験体では最大耐力以降のコンクリートの支圧破壊に伴うひ

び割れ進展が顕著にみられた。一方，02d10 試験体では，最大抜け

出し量は 17mm 程度に達しており，梁の抜け出し性状が顕著に表れ

た。なお，02d10 試験体の梁幅/梁せい比は約 0.31 であり，03d10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 梁端部破壊状況および壁柱のひび割れ発生状況展開図 
(1) 01d14 試験体（R=4.0×10-2rad.終了時）  (2) 02d10 試験体（R=4.0×10-2rad.終了時）  (3) 05d11 試験体（R=3.0×10-2rad.終了時） 

*メッシュ間隔：125×125mm，実線：正加力時に発生したひび割れ，点線：負加力時に発生したひび割れ,     :梁正加力方向，      :梁負加力方向 
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図 9 変位計測位置および鉄骨梁の抜け出し変形の計算 
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試験体および 04d10 試験体の梁幅/梁せい比は約 0.19～0.25 であっ

た。梁幅/梁せい比の違いが，最大耐力以降の梁の抜け出し量に影響

したと考えられる。 

 R=0.5×10-2rad.，1.0×10-2rad.の加力を 10 回 繰り返した 01d14

試験体は繰り返し回数とともに梁の抜け出し変形が徐々に増加し，

R=±3.0×10-2rad.までの加力で最大 14mm 程度の抜け出し量とな

ったが，R=±4.0×10-2rad.まで梁のせん断力は全塑性耐力を超え上

昇し，顕著な耐力低下はみられなかった。実際の架構においては梁

の両端部の壁柱の拘束によってその抜け出し量は抑制されると考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 支圧による応力伝達機構の考察 

4.1 既往の支圧応力度分布による評価モデル 

 梁埋込み部のコンクリートが終局耐力に達する際の曲げモーメン

トおよびコンクリートに作用する支圧力について検証を行うために，

まず既往の支圧応力度分布を用い評価式を構築する。 

 終局耐力時のコンクリートの支圧応力度分布は，鋼構造接合部設

計指針 6)の埋込み柱脚を参考し，図11に示す三角形分布と矩形分布

について検討を行う。想定する支圧抵抗領域において，コンクリー

トが最大支圧応力度σ1に達した時点を終局耐力時と定義した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支圧応力度分布を三角形分布と仮定した場合の壁柱フェイス位置の

A点周りのモーメントMAは，テコ反力N1，N2により作用するモー

メントの釣合いから次式で表される。 
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ここで， 

 dem：鉄骨梁の埋込み長さ 

  x：埋込み長さに対する支圧応力度の反曲点位置の比 

 

テコ反力 N1，N2はそれぞれ(2)式，(3)式により，鉄骨梁のせん断力

Qbは鉛直方向の力の釣り合いから(4)式により表される。 
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ここで， 

 b：鉄骨梁の梁幅 

 

(1)式に(2)式，(3)式を代入することにより MA に関する(5)式が得ら

れる。同様に(4)式に(2)式，(3)式を代入することにより Qb に関す

る(6)式が得られる。 
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 また，A 点周りのモーメント MA は，鉄骨梁露出部分のモーメン

トの釣り合いより，(7)式により表される。(7)式に(5)式，(6)式を代

入し，(8)式が得られる。(8)式から，梁の埋込み長さ demに対する支

圧応力度の反曲点位置の比 x は，鉄骨梁露出部の長さ l0と埋込み長

さ dem により値が決定することがわかる。(8)式を(5)式，(6)式に代

入することによって，MAおよび Qbは(9)式，(10)式で表される。 

 

0lQM bA     (7) 

 em

em

dl

dl
x

223

23

0

0






   (8) 

 em

em
A

dl

dlb
M

232 0

2

01





    (9) 

 em

em
b

dl

db
Q

232 0

2

1






    (10) 

ここで， 

 l0：壁柱フェイスから鉄骨梁の反曲点位置までの長さ 

 

支圧応力度分布を矩形分布と仮定した場合についても，同様の手順

によって，x’ ，MA’ および Qb’ は次式のように表すことができる。 
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図 10 鉄骨梁の抜け出し変形の推移（R=3.0×10-2rad.終了時まで） 
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 得られた(9)式および(12)式はそれぞれ鋼構造接合部設計指針 6)の

埋込み柱脚における三角形分布，矩形分布の設計式である。以下 4.2

節では，(10)式および(13)式を用いて実験結果と評価モデルの比較

を行った。以下 4.3 節では，(2)式，(3)式，(8)式，および(11)式を用

いて梁埋込み部の梁のせん断力分布の算出を行った。なお，評価モ

デルは鉄骨梁の埋込み端の梁受け PL による影響を考慮しないもの

としたが，4.3 節にて梁受け PL の影響に関する考察を行った。 

4.2 評価モデルと実験結果の比較 

 前節の評価式においてコンクリートの最大支圧応力度σ1 に材料

試験によるコンクリートの圧縮強度σBを用い算出した計算値と実 

  

表 4 実験結果および各支圧分布モデルによる耐力評価一覧 

試験体名 01d14 02d10 03d10 04d10 05d11 

最大耐力 eQu [kN] 390  281  296  289  550  

梁全塑性耐力 bQp 
(計算値) [kN] 

279  279  334  278  571  

コンクリート圧縮強度 
σB [N/mm2] 

45.4  27.1  30.2  31.1  31.3  

矩形 
モデル  

終局耐力 jQu1 
(計算値) [kN] 

318  98  87  67  219  

耐力比 

eQu /jQu1 
1.23  2.87  3.39  4.28  2.51  

等価な支圧強度 
σeq1 [N/mm2] 

55.7  77.7  102.3  133.2  78.6  

三角形 
モデル 

終局耐力 jQu2 
(計算値) [kN] 

201  63  56  43  138  

耐力比 

eQu /jQu2 
1.94  4.48  5.30  6.70  3.98  

等価な支圧強度 
σeq2 [N/mm2] 

88.2  121.5  160.0  208.3  124.4  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

験結果を表 4 に示す。実験結果の最大耐力 eQuは正加力時の南梁の

最大耐力の値を示す。接合部の支圧破壊に至った試験体において，

矩形分布モデルおよび三角形分布モデルによるそれぞれの終局耐力

計算値 jQu1，jQu2 は実験結果の最大耐力 eQu を過小評価しているこ

とがわかる。コンクリートと梁の支圧伝達性状については，梁幅が

小さくなるほどコンクリートの支圧強度が上昇することが各種合成

構造設計指針・同解説 8)に示されている。そこで，本実験におけるコ

ンクリートの見かけの支圧強度上昇率を検証するため，最大耐力 eQu と

評価モデルによる終局耐力が等しくなるように，コンクリートの最大支

圧応力度σ1 を各々の耐力比 eQu /jQu1 をコンクリート圧縮強度に乗

じた等価な支圧強度σeq を算出した。接合部破壊に至った試験体で

は，コンクリートの圧縮強度σBに対し，等価な支圧強度σeqが 2.5

倍から 6.7 倍程度に上昇していることがわかる。01d14 試験体は，

接合部破壊型ではないため，算出した等価な支圧強度σeq は参考値

である。各試験体の梁幅／壁柱厚と支圧強度上昇率σeq /σBの関係

を図 12 に示す。梁幅／壁柱厚が小さくなるほど見かけの支圧強度上

昇率が大きくなっていることがわかる。 

 なお，実際には梁の上下フランジ間に囲まれた領域におけるフラ

ンジ内支圧と上下フランジより外側の領域におけるフランジ外支圧

によってコンクリートと鉄骨梁の支圧伝達機構が形成される。しか

し，今回の評価モデルではフランジ外支圧による支圧伝達のみを考

慮した式によって算出したため，これら等価な支圧強度はフランジ

内支圧の負担分も含まれた値であると考えられる。フランジ内支圧

も含めたモデル化については，今後検討を進めていく予定である。 
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図 13 ひずみゲージ貼付位置(3 軸ゲージ) 

図 14 鉄骨梁のせん断力分布の推移 
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4.3 鉄骨梁のせん断力分布および支圧力分布の評価 

実験におけるコンクリートと鉄骨梁の支圧伝達機構を検討するた

め，梁のせん断力分布の実験値と評価モデルによる計算値との比較

を行った。各試験体の梁のウェブ中央点において計測したひずみ（図

13）からせん断応力度を推定し，次式により各計測点におけるせん

断力 bQiを算出した。 

 

 

S

Ib
Q wi

ib



    (14) 

ここで， 

 τi：ひずみ計測点におけるウェブのせん断応力度 

 bw：鉄骨梁のウェブ厚 

 I：鉄骨梁の断面 2 次モーメント 

 S：鉄骨梁上下端から中央軸(計測点)までの断面 1 次 

   モーメント 

 

4.2 節で算出した矩形分布および三角形分布の各評価モデルにお

ける等価な支圧強度に基づき，算出した梁のせん断力分布を図 14

に示す。図には梁のせん断降伏時の耐力 Qsy を併せて示す。三角形

分布モデルの梁のせん断力分布は下に凸の放物線となり，矩形分布

モデルでは支圧応力度の反曲点位置を頂点とした直線分布となって

いる。実験結果のプロットは，いずれの試験体も梁埋込み部の中央

部付近が最大となっており，三角形分布モデルと同様に放物線上に

近い分布形状を示していることがわかる。しかし，各支圧分布モデ

ルによる梁せん断力は実験結果のプロットに対し，1.5 倍から 2 倍

程度大きい。評価モデルでは実験結果に対し，支圧力を過大に評価

する傾向がみられ，今回検討したせん断力分布の評価モデルの課題

が示された。金本ら 9)は鉄骨梁端部を鉄筋コンクリートで巻いた混

合構造梁の評価において，支圧伝達および摩擦伝達による応力伝達

機構を考慮したモデルを提案し，梁のせん断力分布を精度よく評価

している。本研究においても梁埋込み部の梁せん断力分布の評価に

あたり，支圧伝達に加え摩擦伝達による応力伝達機構を考慮するこ

とで評価精度向上を図る予定である。 

 次に実験データの欠損が比較的少ないR=+1.0×10-2rad.時の実験

結果のプロットを用い，最小二乗法により梁埋込み部の鉄骨梁のせ

ん断力分布を 2 次関数として算出した。算出した際の仮定は以下の

Qb1および Qb2の 2 ケースを想定した。Qb1は鉄骨梁の埋込み端の梁

受け PL が梁せん断力の一部を負担すると想定したケース，Qb2は梁

受け PL が梁せん断力を負担しないと想定したケースとした。Qb1

の算定にあたっては，壁柱フェイス位置の梁せん断力は載荷点の梁

のせん断力とし，梁埋込み部のせん断力は 3 軸ひずみゲージ貼付位

置の実験結果を用いた。Qb2の算定にあたっては，Qb1の仮定に加え

て梁埋込み端のせん断力を 0 とした。また，Qb1 および Qb2 につい

て接合部水平方向の単位長さあたりの傾きを算出し，単位長さあた

りの支圧力と定義した。ここでは，Qb1の支圧力の値を wb1，Qb2の

支圧力の値を wb2として算出した。各試験体の鉄骨梁のせん断力 Qb1，

Qb2および単位長さあたりの支圧力の算定結果を図 15 に示す。壁柱

フェイス位置における wb1，wb2を梁フランジ幅で除し算定した支圧

応力度 σBb1，σBb2についても表 5 に示す。 

 02d10 試験体，04d10 試験体および 05d11 試験体では，埋込み端 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で若干の差異はみられるが，Qb1 と Qb2 のせん断力分布および支圧

力分布はほぼ同様の値となり，壁柱フェイス位置における支圧応力

度 σBb1，σBb2も概ね一致した。02d10 試験体，04d10 試験体および

05d11 試験体については，梁の埋込み端の梁受け PL の梁せん断力

負担の有無による影響を概ね把握することができたと考えられる。 

一方，01d14 試験体および 03d10 試験体では，Qb1のケースは梁

埋込み端のせん断力が正側にずれており，支圧力分布の傾きの差異

および壁柱フェイス位置における支圧応力度 σBb1，σBb2 の差異が他

試験体 
wb1 

×103 [N/mm]  

σBb1 

[N/mm2] 

wb2 

×103 [N/mm]  

σBb1 

[N/mm2] 
σBb1/σBb2 

01d14 7.53 60.2 5.94 47.5 1.27 

02d10 6.59 52.7 6.68 53.5 0.99 

03d10 7.75 77.5 6.37 63.7 1.22 

04d10 6.79 90.5 7.43 99.1 0.91 

05d11 7.70 61.6 8.04 64.3 0.96 

図 15 鉄骨梁のせん断力分布および支圧力分布の算定結果 
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  表 5 壁柱フェイス位置における支圧応力度の算定結果 
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の試験体よりも大きい。01d14 試験体および 03d10 試験体は，最小

二乗法による 2 次関数の算出過程，あるいは実験における一部の計

測データの妥当性に関して課題があると考えられ，今後さらなる検

証が必要である。 

 

5. まとめ 

 梁の埋込みのみによって梁曲げ降伏型の壁柱 SRC 梁 S 接合部を

実現する設計法の確立を目指し，埋込み長さを梁せいの 1.0 倍から

1.5 倍とした部分架構実験を実施した結果，以下の知見が得られた。 

1) 梁の埋込み長さ/梁せい比を 1.44 とした試験体では，鉄骨梁の曲

げ降伏が先行し，安定した履歴性状を示し梁降伏先行型の破壊モ

ードとなった。埋込み長さ/梁せい比を 1.0，1.15 とした試験体は

接合部の支圧破壊が進行し，接合部破壊に至った。 

2) 梁曲げ降伏型となった試験体では，R=±3.0×10-2rad.までの加

力で最大 14mm 程度の鉄骨梁の抜け出しが生じたが，R=±4.0

×10-2rad.まで梁のせん断力は上昇し，顕著な耐力低下はみられ

なかった。実際の架構においては梁の両端部の壁柱の拘束によっ

てその抜け出し量は抑制されると考えられる。 

3) 終局耐力時のコンクリートの支圧応力度分布を三角形分布およ

び矩形分布と仮定して構築した評価モデルによって，接合部破壊

型の試験体を評価する場合結果，コンクリートの圧縮強度に対し，

最大耐力時の等価な支圧強度を 2.5 倍から 6.7 倍に上昇させる必

要があることがわかった。 

4) 支圧伝達のみを考慮した今回の評価モデルにより算出した梁の

せん断力分布は実験結果に対し支圧力を過大に評価する傾向がみ

られるなどの課題が確認された。 

5) 鉄骨梁の埋込み端の梁受けPLが梁せん断力の一部を負担すると

想定したケースと梁受け PL が梁せん断力を負担しないと想定し

たケースについて，最小二乗法を用い鉄骨梁のせん断力分布およ

び支圧力分布を算定し，壁柱フェイス位置における支圧応力度の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較を行った。その結果，両ケースとも支圧応力度はほぼ一致す

ることを確認でき，梁の埋込み端の梁受け PL の梁せん断力負担

の有無による影響を概ね把握することができたと考えられる。し

かし，一部の試験体では，最小二乗法による算出過程，あるいは

実験における計測データの妥当性に関して課題があると考えられ，

今後さらなる検証が必要である。 

 

 今回得られた実験データのより詳細な分析の実施や合理的な梁の

埋込み長さの設計法を確立するため，今後は支圧伝達および摩擦伝

達による応力伝達機構を考慮したモデルの構築を目指し，検討を進

めて行く予定である。 
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